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《論　説》
政策インプリメンテーション・モデル研究序説
?
本 利
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1．序
　最近，ゲーム論絡みで「インプリメンテーション」（implementation）とい
う用語を目にする機会が著しく増えた感がある。その定義を例えば
S16str6m［6］で見ることにしよう（1＞。すなわち，「インプリメンテーション
問題とは，戦略（ないし行動）空間と（その行動の）結果関数を構成要素と
して持つメカニズムであって，ある与えられた社会的選択ルールに照らせば
そのメカニズムが作り出す均衡が最適となるという特質を持つものをデザイ
ンする問題のことである。これが可能なら，その社会的選択ルールはこのメ
カニズムによって実用化される（implemented）のである。社会的選択ルー
ルはrソーシャル・プランナー』たる者（すなわち当局）の選考を表す。プ
ランナーとしては（主体たちの）戦略の結果が主体の特質に依存したもので
あってほしいが，その特質が何かは知らないから，あるゲームをデザインし
て主体にプレーしてもらい，こうしてプランナーは（主体たちの）特質を直
に観察できなくとも社会的選択ルーールを実用化させることができる。」（2）要す
（1）この論文の所収号は他にも［8コ等の関連論文を収録していて「インプリメンテー
　ション」特集号の趣がある。
（2）　［5コp，157。ただし（）内は引用者の補足である。
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るに，各々の私的動機を持つ多くの主体に対して，それらの私的動機は観測
できなくとも社会全体の善し悪しを計れる社会的評価関数を持つ当局が主体
の可能行動ないし戦略集合とその結果集合を規定したあるメカニズムをデザ
インし，それを作動させて達成される均衡が社会的最適と一致するかどう
か，どのようにデザインに工夫を凝らせば一致するようになるかを問う問題
がインフ．リメンテーション問題だというわけである。これはとりも直さず
invisible　hand論の現代版にほかならない。
　一方，同じ「インフ．リメンテーション」が第2次大戦終結の前後から
Frischの経済政策モデルのキーワードの一つになっていたことはそれほど
周知ではないかもしれない。それによれば③，初めに人間にとって不可抗力
的な条件だけを制約に目標とすべき人間にとっての「最適」を選択・決定す
る第1段階が解決されなければならないのであるが，これを「セレクショ
ン」（selection）と称し，その次の第2段階で人間にとって不可抗力的でな
い，制御可能な制度等も含めた政策手段を講じてこの最適の実現を図る運び
となるのであって，これがインプリメンテーション段階と呼ばれるものであ
る。
　以上の2つの定義の間には前者が原理論的，後者が政策論的という＝ユア
ンスの相違よりも密接な類似ないし関連性の方が目立つ。理論モデルと政策
モデルがメダルの両面の関係にあること，またFrisch自身による本格的政
策インプリメンテイション分析の実例はないように見受けられることから，
Frischアブ．ローチの実践可能性を模索するには上述のラインに連なる諸モ
デルを展望しておくことが必要である。そのためには，合理的期待をベース
にインプリメンテーション問題を民間・当局間のマクロ政策ゲームの問題と
して的確に把握し直し，この視点に叶う諸研究を網羅して静学的と動学的，
短期的と長期的，経済的と政治的等，様々な諸局面から系統的に整理し，ハ
（3）　［3］はFr正schの政策モデル関連主要論文の便利で優れた選集である。
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ソディなハンドブックにまとめあげたPersson＆Tabellini［4］一：P＆Tと
略記一は重宝極まりないというべきである。しかし，その基本モデルは構造
方程式が民間，政府に各1本ずっという非常にシンプル，かつ特異な作りに
なっている上に誤植等もあってフォローしにくく〔4），議論も含めて濃縮過剰
のきらいがある。本稿の目的は，民間部門が総供給関数と総需要関数の2本
立てという，もっと普通の短期静学的モデルを用いて分析できる限りで，よ
り具体的には周知の2目標（物価安定と完全雇用）・1手段（マネーサプラ
イ）モデルの枠内で，インプリメンテーション・モデルの諸類型を再整理
し，．Frischの制度策定論としての政策インプリメンテーション研究への序
説とすることである（5）。
2．マクロ・モデル
　マクロ政策ゲームのモデルに登場するプレイヤーは民間と政府ないし政策
当局としての中央銀行であり，民間は財供給・要素（労働）需要主体として
の企業と財需要・労働供給主体としての個人から成る。
　民間の経済活動の場である市場は財市場と労働市場であり，これらは次の
ような制度環境の中にあると仮定する。
　先ず，競争的企業の行動スタイルはプライス・テイカー型であり，利潤最
（4）計算ミスもあるようで，例えば，［4］p．29の（2．16）はγが同p．30の通りにはならな
　いために成立しない。
（5）なお，本稿の前半の内容に旧稿［11コの後半と重複する部分がある。前陳は合理的期
　待を中心にインプリメンテーションを絡める扱い方をとったために最後の裁量型モデ
　ルの議論が不完全になった。本稿はインプリメンテーションが直接の対象であり，固定
　相場制に代表される除外条項付きルール制等の実際的な制度類型を分析するための参
　照基準となる裁量制について分析を更に深め，またその対極をなす公約制も含めて要
　約し直す必要が生じたわけである。なお，総供給関数もさらに簡略化してP＆Tに一致
　させたので，モデルも旧稿とは若干異なる。
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大化のために労働需要を実質賃金が労働の限界生産物に等しくなる点でき
め，それだけの雇用量と所与の資本ストックを所与の生産関数のもとに用い
て財サービスを生産し，供給する。個人の財サービス需要もプライス・テイ
カー型とするから，財市場は競争型と仮定することになる。
　一方の労働市場については，供給サイドに賃金セッターとして企業内労働
組合が組織されており，その目的は組合全体の期待実質賃金受取総額が最：大
になるように名目賃金要求をし，労使協定することである。つまり，民間セ
クターは，まず期待物価を予想し，それにスライドして名目賃金が協定さ
れ，この協定レートで発生する労働需要は必ず供給され，それに対応する財
の総供給がきまる。こうして，雇用はいつも労働需要により決まるが，これ
は，組合が賃金を精いっぱい押し上げてしまうから，個人労働者は供給に余
裕があること，換言すれば各自の労働供給曲線の左に位置するのが常態であ
ることを予定するものである。このようにして労働市場均衡で残存する失業
は「組合自発的」（union－voluntary）（6）ではあろうが，同時に「個入非自発
的」（individual－involuntary）（6＞でもあるということになる。
　それはともかく，協定名目賃金は予想物価水準に1対1対応でスライドす
ると仮定するから，予想物価は民間が作り，しかも名目賃金の代理変数とし
て用いることができる。
　以上の仮定に立脚したマクロ・モデルを
　Q＝Qo十　（z－z＊）　十u　（1’）
　Q＝B＋Bom＋Bix　（2’）　z＊＝E　（r19）　（3）　m＝ko十kiu　（4）　utvN　（O，　a　2）　（5）とする。ここに，Q＝産出量，　Q。＝自然産出量，π＝p－p・．1＝当期物価対
（6）　［4］　p・　9，　fn　3．
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前期増減，π＊＝・　p＊一p．1＝予想物価対前期物価増減（ただし，p＝当期物
価水準，p－1＝前期物価水準，　p＊＝当期の予想物価），　u＝供給ショック，m
＝マネーサプライ。B，βo，β1，　k。，　k1はパラメータである。　E（π1
Ω）は民間の意志決定時において利用可能な全情報（Ω）を用いて民間が算
出すると仮定されるπの合理的期待値ないし予想を表す。また，N（0，
σ2jは平均0，分散σ2の正規分布をする確率変数の集合との意味である（7）。
　以上のように，モデルの民間セクターは総供給関数（1’）と総需要関数
（2’）に加えて，これも主体の歴としfe行動関数である合理的期待式（3）
を含める必要があるというわけである。（1’）は周知のルーカス型であり，
かくて予想インフレ追加型の，いわゆる修正フnリップス曲線にほかならな
い（8）。
　自然産出水準Q。は供給ショックがなく（u＝0），予想インフレが現実イ
ンフレに等しい（π＊＝＝・Z）均衡状態で達成されるものである。これが競争均
衡並のファースト・ベストでないことは労働市場に組合型供給独占が存在す
るとの仮定から明かだろう。
　ショックは供給サイドだけに存在すると仮定する。需要ショックはない。
その供給ショヅクも（5）により任意の実数値をとり得るが，
　u　S一　O　（6　a）のケースのみを考察する。オイル・ショックやバブル崩壊等，供給に対して
マイナス効果を持つ要因への政策対応が専ら問題になるからである。
　経済の主役たる民間のモデルは以上の（1つ（2’）（3）で表されるが，
以下のモデル操作の便をはかって（1’）（2’）を
　q＝　（n－n“）　十u　（1）
（7）特に正規でなくとも対称分布であれば十分であるが，一般性が要求される議論をす
　るわけでもないので，ここでは通常通り正規分布を仮定しておく。
（8）　（1’）をπ＝一（Qo－Q）十π＊一uと変える。
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　q＝＝　B＋Pom＋Biz　（2）と改めることとする。ただし，q＝Q－Qo，β・B－Q、である。効用関数
や生産関数，市場構造等いわゆる与件一定の下で特定する一つの均衡産出量
としての自然率Q。へ座標の原点を移動させるわけであり，かくてq＝0は
意識的政策不介入下の均衡，いわゆる自然産出量である。
　こうして民間モデルは究極的に上記の（1）～（3）となるが，これに対
する脇役としての中央銀行サイドのゲームのルール，つまり行動関数は
（4）である。それは唯一の政策手段であるmの操作式である。当局は平時
にはマネーサプライをkDに固定するが，供給ショックuが発生する非常時
には特にkluだけ加減するという「意外の政策」（policy　surprise，［4］p．
28）を民間に仕掛ける。問題は政策パラメータk。，k1をどのように決定す
るかということである。当局はマクロ政策運営の責任に鑑み，物価安定目標
（π＝0）と何等かの完全雇用目標qOを達成するか（9），出来るだけ近づくこ
とを目的とすると仮定するのが無難である。ここで．
　自然産出率（0）〈完全雇用産出：量（qO）　　　　　　　　　　（6b）
を仮定することは，上記のように市場構造に独占要因が存在する限り自然産
出率がファースト・ベストではないことから，適当であろう。
　とまれ，これらの目標に達し得ないことによるロスは（π一〇）2，（q－
qO）2となるから，目標非達成度はロス関数
　L　（n，　q；A）　＝＝　［T2十A　（q－qO）2］　）O　（7）
で計ることができる。ここでλ（＞0）はインフレと失業の間の限界代替
率，つまりトレードオフ率である。当局は：しが最：小になるようにk。，k，を
選択すると仮定する。
　最後の（4）は，いわゆる偶然手番を持つプレイヤーとしての自然の行動
ルールを規定したものであり，自然は（1）に含まれる供給ショックuを唯
（9）QOを当局の雇用目標とし，　qe＝　QO－Q。と置いている。
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一の作用点に選んで民間と政府の問のゲーム展開に確率的に関与してくると
想定するわけである。
　以上で政策ゲームに参加するフ．レイヤーの顔ぶれとゲームの各々の手番に
おける個別的行動ルールが出揃ったことになる。しかし，ゲームが確定する
ためには，個別ルールが相互に整合しなければならない。制度はこの整合方
式のあり方によってきまるが，後者を規定するのはプレイヤー間における情
報分布，つまりゲーム論的な情報分割であるといっても過言ではない。ルー
ルに則して意思決定し，行動を起こすには関連情報のインプットが必要だか
らである。この点に関して当初は次のように仮定する，すなわち
（1）唯一の究極的外生要因としての供給ショックuの発生情報を当局はい
　　ち早くキャッチして即座に政策対応が可能であるのに対して民間はそう
　　ではない，との意味において当局は情報優位，民間は劣位にある。
　以下では，先ず初めに，公約型と裁量型という対極的な二つの政策制度を
要約して対照させ，これら両極モデルをどのように組み合わせればどのよう
な政策ゲームのモデルが出来上がるかを見るための参照基準として用いるこ
とにする。
　節を改める前に，便宜上，以下の展開で頻繁に用いる民間セクター（1）
（2）の誘導型を次の通り提示しておこう㈹。
　z＝：　（z＊＋．Bom＋B’u）／（1－Bi）　（8）
　q＝＝　（Pin’＋Bom＋B－Piu）／（1－Pi）　（9）
ここで注意すべき点が一つある。通常，誘導型とは右辺に先決変数のみを含
むように加工した方程式のことであるが，（8）（9）は予想値π＊を含んでい
る。もしもπ＊が単純外挿法面の外生的予想方式を用いてモデルの外部でき
まるのなら，（8）（9）は通常の誘導型であるが，ここでは予想が内生変数
（10）誘導型は計算処理用として導出するのであるが，構造方程式が（1）（2）で与えられ
　る限り，qに関しては（9）よりも構造方程式（1）のままの方が処理し易いことがあ
　る。
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になる合理的期待アプローチが一貫して採用される。ゆえに，（8）（9）は
最：終的な誘導型ではなく，いわば中間的誘導型である。真の最終的な誘導型
がどうなるかは採用されるマネーサプライ制如何に依存する。
3．政策ゲーム・モデルの基本型　公約制と裁量制
　3．1　公約制（cQmmitment　regime）
　政策ゲームを実行可能ならしめるために第2節の想定に次の仮定（C）を
追加するω）。
（C）民間の名目賃金契約の締結前に当局は実施する政策選択のありかた，
　　つまりルール（4）を公約し，民間はこれを個人的情報集合1　，1に含め
　　て経済的意思決定を行う。
そうすると，これは2段階完全情報2人ゲームないし複占理論におけるシュ
タッケルベルクの主導者均衡の状況に該当することになる。このケースにお
ける均衡条件は，
（Ci）民間は，政策ルール（4）が如何なるものであれ政府公約の与件として
　　受け取り，自然のルール（5）も考慮し，（8）を用いて物価π＊を合理
　　的に予想し，これにスライドする形で名目賃金を最適に協定する，
（Cii）民間の合理的反応（Ci）を与件として，政府は実現するuがいかなる
　　ものであれ，それに対して政策ルールを最適化する，
という民間，政府各々における行動条件である。（Ci）から，民間によるイン
フレ率の合理的期待値，したがって協定名目賃金の上昇率は
　z’＝　（一　／30ko－P）　／Bi　（10）
となる（12）。
（11）ここでCはcommitmentのイニシャルである。他でも同様の略記法を使う。
（12）　（4）を（8）に代入して期待値をとる。
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　一方の当局は，（Cii）により2段階で行動する。すなわち，物価を安定さ
せ，失業を解消するというマクロ選好目標の達成のために，先ず初めに民間
の反応（10）を与件として（13＞，（8）（9）を次のように（7）における2種
のロス形式に書き改める，
　z＝一　（B，／P，）　k，＋　［（P，k，一1）／（1－P，）］　u－B／P，
　　＝ko’＋ki’u＋B’
　q－qO＝　［（Boki－1）　／（lmBi）　＋1］　u”qo
　　　　　＝＝　（ki’十1）　u－qO
ただし，ここで
　ko’　＝一　（Bo／Bi）　ko，
　ki’　＝　（Beki－1）／（1－Pi）
　B’　＝一B／B，
と定義し直している。
　次のステップは政策パラメーター’　ko’，　kl’の決定である。
（11）　（12）から政策パラメータk。’t，k，’表示のロス関数
　L　（ko’，　ki’）　＝　（ko’＋ki’u＋B’）　2＋
　　　　　　　　　　　A　［（ki’　十1）　u－qO）］　2
を誘導し，これを最小化するk　。’，k1’
確率変数uを含むから，確実性等価定理によって，
　E　［L　（ko’，　ki’）］　＝　（ko’＋B’）　2＋k，’2a2＋
　　　　　　　　　　　　　　A　（kl’十1）　Za2十A　（qO）2
の最小化問題に還元される。1階条件から，
　ko’　＝’B’，　ki’　＝一A／　（1＋A）
（ll）
（12）
（13）
つまり，ω
　　　　　　　　　　　　　（14）
を求めるのである。無論，（14）は
　　　　この問題は，
（15）
　　　　　　　　 　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　（16）
かくて，公約型レジームにおいて政府が決定する均衡インフレπcと雇用量
qGは，（12）　（13）　（16）から，
（13）つまり（10）を（8）に代入する。
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　πc＝k1’u＝＝一　　［λ／　（1　十λ）コ　u　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（17）
　qc＝（ki’十1）　u＝＝　［1／　（！十A）］　u　（18）
となる。（17）（18）は，かりにバブル崩壊のような供給ショックu＜0が発
生したとすれば．当局が何もしなければ（λ＝0），産出量が自然率0からu
だけ減少し，したがって相応の雇用減が発生してしまうが，当局はルール
（16）によってインフレ率πの上昇を許容するものの，幅はショックの規模
uより小さくて済む（［λ／（1十λ）コ〈1）ようなマネーサプライ政策を
とるというコストを払って，産出：量減をuより少なくする（［1／（1＋
λ）］＜1）という成果を得ることができることを表している。
　3．2　裁量制（discretionary　regime）
　上記公約型の対極をなす政策環境である。追加条件は当然（5）とは逆
で，
（D）当局は，民間の名目賃金契約の締結に先だって政策ルール（4）を公
　　約しない，
という，むしろ現実的なものである。これを承けて，このケースの均衡条件
は
（Di）政府の政策ルールが均衡ルールなら．民間の名目賃金は最適である，
（Dii）民間の名目賃金が均衡賃金なら，政府の政策ルールは任意のuに対し
　　て最適である，
という通常のクールノー＝ナッ．シュ均衡型の条件になる（14）。公約型
（Ci＆Cii）では任意の政策ルール，任意の名目賃金に対して，各々賃金，
ルールは最適化されていなければならなかったが，当面のケースは特定の均
（14）　［10コの第5，6章を参照。同書はゲーム理論の最新の入門書であるが，手際よい解
　説で読み易い優れたテキストである。
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衡ルール，均衡賃金に対してだけ最適であればよいことになる。（C）では前
もって政策公約することによって当局は民間の予想インフレ，ひいては名目
賃金をコントロールできたのに対して，政策公約しない当面の（D）にあっ
ては，もともとフ．ライス・テイカーと見なされている民間は無論のこと，民
間の予想形成（π＊）と最適賃金協定時に政策情報が間に合わないことを
知っている当局も，自らの決定（民間ならπ＊，当局ならk。とk1）が相手プ
レイヤーの決定に影響することはないと考えている。換言すれぽ，結局は政
府，民間共にあたかもアトミスチヅクなプレイヤーであるかのように振舞う
わけである。これは，所詮，クールノー＝ナヅシュ均衡の想定にほかなら
ず，当局としては，最適政策ルールの策定に際して民間の予想π＊を与件と
して扱うほかはない。
　かくて，均衡政策ルールの決定は以下のステップを踏む必要がる。すなわ
ち，先ず（4）を（8）（9）に代入して
　z　＝　［z“＋　Boko＋　（Bokim　1）u＋P］　／　（1　nt　Bi）
　　＝＝ko”＋ki”u＋aT＊＋B”
　q－qO＝k，”十　（k，”十1）u十　（a－！）z’十B”一qO
とする。ただし，次のように再定義している，
　ko”　＝　［P　o／　（1－Bi）］　ko，
　ki”＝　（Boki一　1）　／　（1－Bi），
　a＝1／　（1－Bi），
　B”＝B／　（！－Bi）o
次に，（19）
k1”）表示に改めれば
　L（ko”，　ki”）＝＝｛（ko”＋ki”u＋a一＊＋B”）2＋A　［k，”一i一
　　（ki”＋1）u＋　（a－1）z“＋B”一qO］2｝　／2
となるが，（22）の期待値
（19）
（20）
（21）
（20）を用いてロス関数（7）を政策パラメータ（k。”，
（22）
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　E　［L　（ko”，　ki”）］　＝：　｛（ko”＋an’＋B”）2＋k，”2a2＋
　　λ　［（k。”＋（a－1）π＊＋β”一qo）2＋（k1”＋1）2σ2］｝　　　（23）
をk。”，k1”に関して最小化する。！階条件から，最適政策六ラメータは
　k，”　＝　｛［A／　（1＋A）］　一a｝z＊＋　［A／　（1＋A）］　qO－B”，
　k，”　＝＝一A／　（1十A）　’　（24）
となることがわかる。こうして，前の公約型（16）と比較してk。’≠k。”
であるがk1’＝k1”。
　この（24）と（19）から，裁量政策（24）を用いて政府が仕掛けるインフ
レ率の計算式は
　n　r［A／　（1十A）］　（z“十qO一　u）　（25）
となる。裁量型の特徴は，要するに，当局が民間の合理的予想をコントロー
ルできないために（25）におけるようにこれ（π＊）を与件として目標値
（π）を条件付きで求めるということにある。これに対応する民間のゲーム
のルールは先ず初めに情報集合工．1の中に当局の（25）を含めてπ＊を合理的
に予想すること，すなわち（25）を期待値演算して
　z’＝AqO　（26）を求め，次に，これにスライドして最適名目賃金を協定することとなる。
　これを承けて，当局は次の手番で最適インフレ率を（25）　（26）によって
　πD＿一一［λ／（1十λ）］　u十λqD　　　　　　　　　　　　　　　　（27）
と決定し，最後の手番で民間は最適生産活動の決定式を（20）　（24）　（26）
を用いて求める。結果は（18）と同じ
・qp＝　［1／　（！十A）］u　（28）
である。かくて，経済実態を代表する均衡雇用量に関する限り公約型か裁量
型かの政策環境の差異は無関係である。
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4．折衷レジーム各種
　以上，ルーカス型総供給関数に基いて，公約型と裁量型という対極的に相
違する両政策環境がどのようなゲームのルールとパフォーマンスの違いを作
り出すかを重点的に分析し，裁量型レジームはルール公約型よりも，実質は
変わりがないのに，インフレ・バイアスλqOがあることが明らかになった。
裁量型では民間が形成するインフレ予想を制御できなくなるからであり，そ
うなるのは当局の策定ルール（4）が公約されないために民間にとって信頼
できない（incredible）からである（15）。
　これは，ロス（7）の期待値が公約型より裁量ケースで大きいことを示唆
する。実際，（17）　（18）と（27）　（28）を（7）に代入して，各々：Lc及び
：L。と置けば，これらの期待値は
　E　（Lc）　＝＝　［A／　（1十A）］a2十A　（qO）2　（29）
　E　（LD）　＝＝　［A／　（1十X）］a2十A（1十A）　（qD）2　（30）
となること，すなわち裁量型ロスの期待値は公約型よりλ2（qO）2（インフ
レ・バイアス対応分）だけ確実に大きいことから，それは明らかである。
　しかし，公約制と裁量制のいずれが実際的政策環境かといえぽ，明らかに
裁量方式に軍配を上げざるを得ないだろう。インフレ・マインドの刺激だけ
では不可というのなら，実践的な裁量方式にルール方式のメリットを多少と
も取り込むべく両者の折衷型が工夫されて当然であり，こうした折衷型の可
能なバラエティは多彩であって，各々に別々の政策環境ないし体制が対応す
ることは想像に難くない。が，ここでは，馴染み深い政府からの中央銀行の
独立性，中央銀行の情報開示，エスケープ．・クローズ付きルールがこの折衷
路線上のものであることを以下で論じよう。
（15）政策環境と信頼性制約（credibility　constraint）の関連については［4コp，3に詳し
　い。
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　4．1　中央銀行の独立制
　これが永遠のテーマの一つであることは昨今の日本銀行の独立性問題を連
想するだけでわかることだろう。中央銀行は中立性維持を図る上から本質的
に政府から独立した機関として存在していることが建前であるが，第2次大
戦後からの混合体制下において政府の経済政策との整合性，協調性の観点か
ら，「どのように独立であるべきか」が昔も今も遍在する問題たり続けるわ
けである。これをイソプリメソテーショソ問題として取り扱った代表例が
［5］であるが，ここではP＆τに倣ってその論旨を再構成してみよう。
　当局の雇用安定志向係数とでも称すべきλの上昇が裁量制均衡インフレを
加速することは（27）におけるπDのλに関する導関数
　6z．／6A＝　［1／　（1十A）2］　（一u）　十qO　（31）
の符号が，前提u＜0，q。＞0を考慮すればプラスになることからわかる
が，他方では（28）から得られる裁量制下の均衡産出量ないし雇用量の分散
　vat　（qD）　＝　［1／　（1＋JL）2］　a　2
がλの上昇によって減少するという所期の安定効果の存在が確かめられる。
このような雇用安定とインフレのトレード・オフ現象に対して当局を，一方
では真の社会的最適を決定する主体としての「政府」（government）とその
最適を実現するための手段（マネーサプライ政策）を講じる責任を負う「中
央銀行」（central　bank）に分割することの効果を分析することにしよう。
　こうした構図では，政府の雇用安定志向係数λDを中央銀行のそれλと区
別しなければならない。λoが政府特定の社会的最適ウェイトとして定数で
あるのが普通と考えられるのに対して，λは政策策定の当事者たる中央銀行
の，いわば「個人的ウェイト（individual　weight）」（［4］p．26）であり，
λ。と等しくなる必要はなく，むしろ不一致が中央銀行の独立性の象徴とい
えよう。だとすれば，このλをどのように決定するのが妥当か？
　いま，個人的選好係数λを持つある中央銀行総裁が選任され，上記の裁量
型ポリシー・ゲームを展開して均衡（27）　（28）に到達したと想定しよう。
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そのパフォーマンスは（30）で与えられている。しかし，それは総裁自身の
個人的評価関数としての（7）による，いわば自画自賛の評定であって客観
性に欠ける。客観的評価を得るためには，（7）における個人的評価係数λを
真の社会的ウェイトである政府係数λ0で代替した関数
　L　（z，　q；AO）　＝［n2十AO　（q－qO）2］　（7’）
を用いて均衡解（27）　（28）を再評価しなければならない。その結果は
　E　（］］DO）　＝　（AO－PA2）　｛［a2／　（1十A）2］　十　（qO）2｝　（30’）
となる。ここに，LD。は（7’）に（27）　（28）を代入したものである。
（30）　（30’）の比較から，λ〉λo→E（LD）＞E（LDo），λ＝λ。→E
（LD）＝E（：LDQ），・λ〈λo→E（1．D）＜E（：LD。）であることがわかる。
注目すべきは，λ＜λoならE（LD）＜E（：LDO）であること，すなわち政府
から中央銀行を独立させ，政府自身ないし社会全体よりはアンチ・インフレ
（つまり，λ＜λo）であるとの意味で保守的な中央銀行総裁を選任して政策
運営に専念させれば，社会的ロスの低減が見込まれるということ，これであ
る。さすれば，総裁たるべき者はどの程度保守的であるのが最適か，超保守
（λ＝0）である必要があるのかが問われて然るべきである。
　これに答えるにはE（：LDO）曲線の形状を調べる必要がある。そのために
（30’）から導関数㈹
　6E　（LDO）　／6A＝A　（qO）2十　［（A－AO）　／（1十A）　2］a2　（32）
を求めて，その変化を考察する。（32）は題意から考察範囲を0≦λ≦λoに
限定してよいことは無論だろう。右図に示す通り，下限（λ＝0）で導関数
の符号は（一），上限（λ＝λ0）で（＋）と異符号であることから，考察範
囲内に導関数＝0となる唯一の内点λ，が存在し，この点でE（：LD。）関数が
最小になり，これが中央銀行独立制下の社会的最適を規定する均衡評価係数
（16）正確には2で割る必要があるが，煩雑を避けて省略する。以下でも同様の箇所ではこ
　の例に準じる。
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である。かくて中央銀行総裁としての資格条件は，唯一，完全雇用評価ウェ
イトが丁度λ。に等しいことであり，それ以上でも以下でもあってはならな
い。超保守型（λ＝0）も社会的平均型（λ＝λo）も資格を欠くのである。
　4．2　単純ルール制
　第2，第3節でインプリメンテーション・モデルの対立的な基本型として
取り上げた公約制vs裁量制の関係は，いわゆる「ルールか裁量か」論争の両
当事者たるマネタリズムvsケインズ主義のとは必ずしもぴったり対応して
いない（17）。両制度とも同一の政策策定関数（4）を共有し，・その（4）が供
給ショックの発生時には特Sljの対応（klu）をする，ゲーム理論にいう状況
依存型（state　contingent，［4］p．24）の構造になっているからである。ここ
に単純ルール制（simple　rules，［4コp．25）とは以上と逆の，状況に依存さ
せない政策策定ルール，具体的には（4）が
　m：kD　（4　’）
（17）　［1］［2］参照。なお，この対応があるとした旧稿［1エ］p．382の解釈は正確ではな
　い。
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になることといえるだろう。「ルールか裁：量か」の両極の一つが第3節の裁
量制であるのは無論であるが，その対極としてはこの単純ルール制をおいて
他にないと思われる。例外無きルール無しとの常識に照らしても，これが非
実際的な制度の典型であるのは確かであるが（18），実践的諸制度の分析・判定
用の基準としては，市場構造分析にとっての完全競争概念並の必需品なので
ある。
　さて，ことほどさように重要で最も基本的な制度である単純ルール制を最
初に取り上げないでここに配置したのは，これを前記の中央銀行独立制の特
殊ケースとして扱えることを明記したいからである。すなわち，独立制と超
保守型総裁とのコンビが以下の通りこのケースになる。
　λ＝0は，総裁の目的関数が文字通り単純な個人的ロス関数π2の最小化
であり，したがって目標値はπ＝0である（19）。目標がこのように単一なら，
テインパーゲン定理からこの目標を100％実現する唯一の政策手段（マネー
サプライ）の最適値を一意的に策定することができる。すなわち，合理的期
待方式π＊＝π＝0と誘導型（8）から均衡マネーサプライm、は
　m，＝　（u－B）　／Bo　（33）
となる。（9）によって均衡産出量q、も求めることができる。以上をまとめ
て，単純ルール制下の均衡は
　n，　（＝n’）　＝O，　q，＝u　（34）
で与えられる。
　均衡（34）はロスが真の最小（L＝0）という意味で社会的最適ではある
が，「社会的」といいながら実は総裁個人の私的物差しによる主観的評価の
結果にすぎないから，これを社会的評価関数（7’）の期待値を取って再評価
（18）　「ルールは，完全に有効であるためには，変更が非常に困難なように決められなけれ
　ばならず，このことが引いてはそのルールが時代遅れになった後も変更困難となる危
　険を持ち込むことになる」からである（［5］p，1177）。
（19）あるいは（17）　（27）でλ＝0ならインフレ率も0である。
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する必要がある。すなわち，
　E　（L，）　＝＝E　［T，2十AO　（q，一qO）2］　＝AO　（a2十　（qO）2）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（30”）
これを（29）（30）と比較すれば，単純ルール制の予想ロスは公約制より大
きいが，裁量制とでは条件次第であることがわかる。すなわち，供給ショッ
クの分散σ2が大きい非常時には裁量制の方がロスは小さいが（20），そうでな
い平時では単純ルー・一一ルのロスの方が小さい。これは最後（4．4）の制度の妥当
性を予告するものである。
　4．3　情報開示制
　以上では，一貫して情報仮定（1）のもとで考察してきた。すなわち，供
給ショックuの発生に関する情報は当局の，いわば私的情報集合のみに含ま
れてゲームにおける当局の情報優位を支える柱であった。ここで，この仮定
を撤去し，［7］で扱われた裁量：制下における民間への情報開示制の導入効
果を検討する。
　uは発生と同時に公表されて正確に民間へ伝達されると仮定する。民間
は，賃金協定時にuが既知であるから，民間の情報集合へ既に含まれ済みの
（25）にこれを追加して期待形成する。前の非開示ケースの（26）は
　一’＝A　（q　O一　u）　（26’）
となり，かくて民間は当局のu（＜0）への対応を織り込んだ期待形成が可
能となる。すなわち，当局のマネーサプライ政策は（27）ではなく
　zD＝n“＝A　（qO－u）　（27’）
を均衡インフレ率とするものにならざるを得ない。当局が仕掛ける均衡イン
フレが民間の予想インフレに正確に織り込まれ，スライドして名目賃金が協
（20）具体的には，E（L、）一E（LD）＞0，すなわちσ2＞λ（1＋λ）（qO）2の時であ
　る。なお，ここではλO・・λとしてよいことは題意から明らかだろう。
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定されて実質賃金の安定が確保されるが，そのために供給ショックのしわ寄
せばすべて均衡雇用量にかかることになる。すなわち，情報開示制下の均衡
産出量は
　qD＝＝u　（〈　O）　（28’）
に変わる。ショックは100％均衡産出：量の減少となり，非開示ケース（28）で
減少幅がuより多少とも軽減されたのと対照的である。こうして当局がuに
関する自分の個人的観測情報を民間へ開示することは自らの雇用安定化機能
を喪失させることに連なるのである。
　（27’）（28’）を用いてu情報開示ケースの裁量制下社会的ロスLDtを定
義し，期待値を求めてみると，
　E　（L．’　）　＝：A　（1十A）　（a2十　（q　g）　2）　（3s）
となるが，これは明らかに非開示ケース（30）よりも大きい。uを開示しな
ければ予期せざるインフレを仕掛けることの限界便益が異常に大きい非常時
に賃金セッターへ意外の政策を仕掛けることができたのに，開示によってこ
の可能性を自ら除去してしまったことになる。
　しかし，上記の情報非開示擁護型論議は，供給ショックは自然産出弱ない
し自然雇用率（q＝0）には影響するが，当局の完全雇用目標率qOには無関
係との基本前提に大きく依拠していることに注意しなければならない。
ショックの規模を知ってショックを受けた合理的期待能力を持つ民間部門が
旧態依然たる実質賃金要求を続けるとは考え難く，要求レベルを抑制するか
もしれない。さすれば，自然率の低下幅を縮小することができ，情報非公開
の必要も小さくなる。これを要するに，情報開示可能度は期待方式も含めて
民間の経済合理性と順相関関係にあるということである。
　ショックが当局の政策目標に影響しないはずはないのであって，上記の分
析結果の要点は情報開示によって当局が民間に対して意外の政策を仕掛ける
タイミングがとり難くなるということに他ならない。
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　4．4　例外条項付きルール（rules　with　escape　clauses）
　ここで考察しようとする最後の折衷型は上述の単純ルール制と第3節の裁
量制の配合制であり，時局をショックが小さい平常時と大きい非常時に分割
し，平常時は単純ルール，非常時には裁量制と使い分けを企てる馴染み深
い，したがって最も実用向きの政策レジームといっても過言ではない。固定
相場制をベースとするブレトンウッズ体制におけるGATT規定の除外条項
がその典型的具体例といえば話は直ちに通じるはずである。
　さて，単純ルール制は中央銀行が平時に限って4．2の通りゼロ・インフレ
を堅持するものである。このルールを放棄して裁量に移行する場合は政府か
ら一定のペナルテaが与えられるので，ルールから裁量に切り替えて得られ
る利得が十分に大きくなければ，したがってショックuが相当大きくなけれ
ば，ルール方式を継続使用するはずである。
　p，＝＝当局のルール放棄（大ショック発生）の確率，
とする。民間での賃金協定時にuの観測が，ゆえにルールのままか裁量に切
り替わったかの情報は間に合わないと仮定する。この場合の民間の予想イン
フレがどのように合理的に形成されるかを考える。民間は，πに関する合理
的予想形成に際して，相手プレイヤーである当局がこれから民間が作成しよ
うとしているインフレ予想をどのように利用して実際のインフレ率に変換し
ようとしているかを知っている。平時な：ら（34），非常時なら裁量制に移行
するから（25）である。各々（1－p，），Prの確率で生起するから，民間の
合理的予想形成の基礎になるインフレ式は，
　Z＝pr　［A／　（1十A）］　（Z’十qO－u）十（1－Pr）　’O　（36）
したがって，民間による合理的インフレ予想値は（36）の期待値をとって
　Z＊＝＝prAqO／　［1十　（1－Pr）　A］　．　（37）
（26）と比較すれば，予想インフレが純粋裁量制下よりは，ゼP・インフレ
の確率が（1－p，）である分抑え込まれ，p，が増加するほど裁量ケースに
近づくためにインフレ・マインドが募ることが判明する。例外規定を厳しく
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するほどインフレ・マインドの冷却効果が強まるわけである（21＞。
　いま，例外規定が発動されたとする。均衡インフレは（37）を（25）に代
入することによって求めることができる，すなわち
　zD＝＝一　［A／（1十　L）］u十（AqO）　／［1十（1－p，）　A］　（38）
純粋裁量ケース（27）と比較して相違は右辺第2項にあり，均衡インフレ
は，予想インフレが低い分，低くなっていることがわかる。また，均衡産出
量は（1）に（37）　（38）を代入して
　　　　　　　　　　　　　　（1－p，）　AqO　qD＝　［1／　（1十A）］　u十一　（39）　　　　　　　　　　　　　　1十　（1－pr）　A
となる。純粋ケース（28）と比較して右辺最終項（＞0）分だけ’均衡雇用量
が増えている。例外条項発動効果，いわゆるトリガー効果である。
　次に，ショヅクが小さく単純ルールが持続したとする。ルール通りπ、＝
0となるようにマネーサプライが調整される。他方，トリガー・一　ec率p，＞0
である限り民間は予想インフレを（37）によって計算し，これに協定賃金が
スライドする。したがって，均衡産出量は（1）より，
　q，＝一p，AqO／　［1十　（1－p，）　A］　十u　（40）
となるが，ゼロ・インフレは実質賃金を押し上げて（22），ショックがない（u
＝＝0）場合でも雇用量（具体的には産出量）を自然率（0）以下に押し下げ
る（q、＜0）。これがこの制度のコストである。平時に過少雇用へ向かおう
とする癖がつくというわけである。したがって，p，が大きくならないよう
に，換言すれぽbリガーは真の非常事態でしか引けないようにセットする必
要がある。
　この制度が最適を達成できるか否かを検討しなければならない。これは，
（21）　（37）においてp。＜［1＋（1－Pr）λコであり，p，が大きいほどこの分母が小さ
　くなるからである。
（22）　（40）の右辺第1項は価格の伸び（π＝D）から予想価格すなわち協定名目賃金の伸
　びを引いているから実質賃金の逆数の減少を表す。
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結局，p，の最：底値が区間（0，1）の内点としてきまるかどうかの問題であ
る。端点p，＝0が最適なら純粋ルール制，反対のp，＝1の時は純粋裁量制
が各々最適制度に帰着してしまう。換言すれば，区間（0，1）の内弁であって
両端点よりもロスが少ないp，が存在するかどうか。このp，は，uの確率分
布図（図2）では斜線部の面積で表せる。uの実現値がこの斜線部を定義す
る範囲に入れば非常事態であり，区間（一μ，μ）に収まれば平時であって
その確率が（1－p，）と決められている。ゆえに，当面の問題は平時と非常
時を区分する臨界点μの最適点を求めることでもある。
図2
確率密度
Pr　Xs，．
　　Pr／
　　　　　　　　　　　　一μ　　　　〇　　　＋μ　　　　　　　　　　　　μ
　最適性判断には例によってロス関数を構成して解析する必要があるが，こ
のケースでは，高度ではないが極めて煩雑な計算を根気強く細心の注意を
払って行わなければならない。先ず，ロスしが裁量制下のロスLDと単純
ルール制下のロス：Lsとを各々確率p，，（1－p，）で加重平均したもになる
ことは無論である。個々の：L。，：Lsは，定義（7）から
　ILD　（p，）　＝＝　［nD2十A（q．一qO）2］　（41）
　工JS（Pr）　＝［πs2十λ（qs－qO）2］　　　　　　　　　　　　　　　　　（42）
となるが，：しが：LD（p，），：Ls（p，）とp，の関数表示になっているのは
π。，q。，　qsに（38）　（39）　（40）を代入してp，表示に変換することを予
定しているからである。なお，当然，πs・＝　O。
　（4！）　（42）の期待値が裁量制，ルール制別評価関数になるのは従前通り
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であるが，ここでは仮定により期待値演算を条件付きで行う必要がある。結
果は
　E〔LD（pr）］＝：［λ／（1十λ）］σ　D2十［λ　（1十λ）
　　　　　　　　　　（qo）2／（1十　（1－p，）　λ）2コ　　　　　　　　（43）
　E［工dS（p，）］＝λσs2十λ［（1十λ）qO／（1十
　　　　　　　　　　（1－p，）　A）］Z　（44）
となるが，σ　D2はuが図2の斜線区間の数値をとることを条件とする条件付
き分散，σs2はuが逆に中央の白地区間の数値をとる場合の条件付き分散で
ある。社会的評価関数はp，×（43）＋（1－p，）×（44）で与えられる。
　E　［L　（p，）］　＝：p，　｛［A／　（1十A）］　aD2－as2｝　十Aa，2十
　　　　　　　　｛［p，／（1十（1－pr）　λ）］［（λqo）2十λ（qo）2一
　　　　　　　　λ　（1十λ）2（qO）2コ｝十［（λ　（1十λ）2　（qO）2）／
　　　　　　　　（1十　（1－Pr）　A）2］　（45）
　次に，4．1と同様にしてp，の最適値の存在を探るために（45）のp，に関す
る導関数を
　6E　［L　（Pr）］　／6p，＝　｛［1／　（1十X）］　6D2－as2｝　X
　　　　　　　　十pr　｛［1／　（1十A）］　（6aD2／6p，）　一　（6as2／
　　　　　　　　6p，）｝　A十AL　（6gs2／6pr）　十　［（1十A十p，A）／
　　　　　　　　（1十　（1－p，）　A）　2］　［（AqO）2十A　（qO）2－A　（1
　　　　　　　　十A．）2　（qe）2］　十　［2　A，／（1十　（1－p，）　A）　Z］　［A
　　　　　　　　（1十A）2　（qO）2］　（46）
と算出し，Prの端点における変化を見る必要がある。その際の留意点は，
p，の変化は図2の±μの移動，引いてはuの条件付き分散σD2，σs2の変化
を意味するから，両分散ともPrに依存することである。図2で，　p，＝0な
ら，uの全域が白地区間であり，経済は純粋ルール制下にあることになるか
らルール付きを条件とするuの条件付き分散σs2が無条件分散σ2に一致し，
p，の0からの微増に伴うσs2の変化の方向すなわちδσ　s2／δp，の符号は
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白地区間の微砂を反映してマイナスとなる。裏腹に裁量制の余地を表すσD2
＝δσD2／δp，＝0である。　p，・＝1のケースがその裏返しになることは無
論である。一括表示しよう。
　p，＝O一”＞as2＝　a2，　6　as2／6p，〈O　；
　　　　　aD2　＝＝　6　aD2／6　p，　：O
　p，＝1．aD2＝a2，　6　aD2／　ti　p，〈O　；
　　　　　as2＝6as2／6p，＝O
　これだけの準備に基いて（46）を端点で評価すれば，
　6E　［L　（1）］　／6p，＝　｛［1／　（1十A）］　［aD2十
　　　　　　　　　（δσD2／δP、）コ十（1十λ）（λqO）2
　δE［L（0）］／δp，＝λ［一σs2十（δσs2／δp，）コ
　　　　　　　　　　　　十　（1十／2）　（qO）2
となる。（48）においてδσD2／δp，＜0以外はすべて正であり
（47）
（48）
　 　　　　　　　　　　　　　　　　　（49）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，また
［σ。2＋（δσ。2／δP、）］＞O，ゆえにδE［L（1）］／δP。＞0。換言
すれば，p，＝1で100％裁量制からp，を低下させて例外あるルール制を取
り込む方向は予想ロスを減少に向かわせる。他方，（49）の右辺は［一σs2＋
（δσs2／δp，）］〈0である以外はすべてプラスであるから，その正負は一
概には云えない。
　しかし，ここで「σs2が大きい」との仮定を追加してみよう。これは頻繁に
サプライ・ショックが起こる（絶対値の大きいu＜0が実現することが多
い）ことを意味するが，そのときはδE［L（0）］／δp，〈0。すなわ
ち，非常事態が生じ易い状況下にあってはp，＝0のルールー辺倒から緊急
避難用裁量制へ向かう（δp，＞0）ことが予想ロスの低下に連なる。そうす
ると，δE［：L（0）］／δp，の符号は定義域0≦Pr≦1の下限で（一），
上限で（十）と符号が変わることになるが，これはロス曲線（45）が下限で
右下がり，上限で右上がりであることから，ある向点でミニマムに到達する
ことを意味する。
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5．結 語
　いわゆるティンバーゲン定理［9］によれば，定量的政策策定には目標数
＝手段数なる条件の成立が必要であるが，手段不足が日常的であってみれ
ば，目標に可能な限り接近するのに財政，金融その他経済，社会全般にわた
る制度を中心とした政策環境の最適設計問題カミ不可避的な難題中の難題とな
ることは必定である。本稿では，短期・静態のフレームワーク内で2目標
（ゼμ・インフレ，最適雇用）・1手段（マネーサプライ）の簡単なマクロ
政策モデルを用いて定性的政策（制度）策定とは何かを中心に合理的期待の
機能，ゲーム論的視点の必要性等を論じてきた。P＆Tを重用したが，その
際に単純ルール制を当局の政府，中央銀行への分割制の特殊ケースとして再
構成し，諸制度の関連付けを改めた。次には，以上の分析を長期・動態に適
用する必要がある。
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An Overture to the Study of
Policy Implementation Model
'I'oshimi Fujimoto
Abstract
The paper investigates such basic policy-making regimes as simple
rules, commitments and discretion, and some compromises on them such
as rules with escape clauses and so on in a familiar static framework of
two targets and one policy instrument, with an intention of making it as
an overture to the study of Ragnar Frisch's theory of economic policy,
especially his policy implelmentation model as the qualitative policy
model.
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